
令和２年度事業計画

「新型コロナウイルス」感染症の世界的な広がりが、経済活動や国民生活にも大きな影響を及ぼし始めてお

り、景気の減速は避けられない状況となってきている。また、感染症の終息の見通しが立たないなか、東京オリ

ンピックの開催が延期されるなど、オリンピックムードの高まりに水を差された形となっており、更に国内景気の減

速に拍車が掛かることが危惧される。そういう状況下においても国民生活、産業活動のライフラインとして重要

な責務を担うトラック運送業界は、働き方改革を推進し、長時間労働の是正・生産性の向上に取り組み、安全

かつ環境に優しいトラック輸送の実現、魅力ある事業の確立、さらに業界の社会的地位向上のための諸施策の

推進に向けて、懸案の諸課題克服と業界に課せられた公共的な使命の達成、さらには今後のトラック運送事

業の発展を期して、諸活動を積極的に展開していくこととする。

全国的連携を図り取組む重点計画を下記のとおりとする。

【 最重点施策 】

(1)改正貨物自動車運送事業法の施行等に係る対応

(2)標準貨物自動車運送約款の浸透等による適切な

運賃・料金収受の推進

①契約の書面化及び下請・荷主適正取引推進ガ

イドラインの普及・定着

②働き方改革対応に向けた原価管理の徹底等に

よる適正運賃・料金の収受

(3)長時間労働の是正を図るため、生産性の向上や取

引環境の改善等「働き方改革」の実現に向けた対

策の推進

①働き方改革関連法への適切な対応

②「トラック輸送における取引環境・労働時間改善

協議会」の適確な運営

③ホワイト物流推進運動など荷主との連携による

生産性向上に向けた取り組みの実施

④改善基準告示の見直しに向けた対応

(4)人材確保対策の積極的な推進

①高校新卒者等の採用促進のためのインターンシ

ップを含む総合的な対策の策定及び実施

②女性、高齢者及び若年層の採用等を含めた労

働力確保及び育成・定着対策の推進

③事業後継者等の育成

④運転免許制度等に係る諸課題への対応策の検討

⑤外国人労働者の活用に向けた対応策の検討

(5)交通及び労災事故の防止対策の推進

○交通事故防止対策

①事業用トラックによる交通事故実態の把握と要

因分析及び事故防止対策の啓発

②飲酒運転根絶に向けた取り組みの強化

③安全対策機器等の普及促進

④高度なＩＴ点呼システムの普及拡大

⑤「運輸安全マネジメント」の普及拡大

⑥駐車問題見直しへの対応

⑦全国トラックドライバー・コンテストの実施

⑧トラックステーションの管理運営

○労働対策

①過労死等防止対策の推進

②健康状態に起因する事故及びメンタルヘルス対

策の推進

③労働災害防止、荷主対策の推進

④高速道路のＳＡ・ＰＡ、道の駅における駐車スペ

ースの確保・拡充

(6)高速道路通行料金の大口・多頻度割引50％枠の

堅持及び更なる割引の拡充並びに道路の積極的

な活用に向けた諸対策の実現

①大口・多頻度割引50％枠の堅持及び更なる割

引の拡充等

②「重要物流道路」における機能強化の推進、高

速道路ネットワークの積極的な整備推進及び

ミッシングリングの解消

③高速道路における暫定２車線の４車線化など安

全対策及び渋滞対策の推進

④ＥＴＣ２．０を活用した物流対策

(7)新技術を活用した物流の効率化等の推進

①自動運転･隊列走行の対応

②ＩＴ化の推進並びに情報セキュリティ対策の対応

③中継輸送の実現に向けた対応及びスワップボデ

ィ、ダブル連結トラック等の普及

【 重点施策 】

（１）自動車関係諸税の簡素化･軽減の実現

①自動車関係諸税の簡素化･軽減の実現

②軽油取引税の旧暫定税率の廃止等税負担の

軽減

（２）燃料対策等の推進

①自家用燃料供給施設整備支援助成事業及び

燃料費対策特別融資の実施

②石油製品価格動向調査の実施

③燃料サーチャージ導入の積極的な促進

（３）環境･省エネ対策の推進

①新･環境基本行動計画の推進

②エコドライブの徹底に向けたEMS機器等の導入

及びアイドリングストップ支援機器の普及促進

③NGV等環境対応車の普及促進

(４)適正化事業等の推進による法令遵守の徹底

①巡回指導の充実強化による法令遵守の徹底

②安全性評価事業(Ｇマーク制度)の積極的な推

進及び普及促進策の実施

③適正化事業指導員に係る研修事業の充実及び

更なる資質の向上



④車両及び道路通行に関する制度簡素化及び

規制緩和要望の推進

⑤特殊車両通行許可制度の周知

(５)大規模災害発生時における緊急輸送体制確立

①大規模災害発生時における緊急物資輸送体制

の確立及び迅速な対応

②大規模災害発生時に備えた災害物流専門家の

育成

(６)その他

①各種広報媒体を活用した対外的なPR対策の積

極的な推進及び「広報とらっく」等による会員事

業者向け情報提供

②引越事業者優良認定制度の推進と消費者サー

ビスの向上に向けた支援

③全ト協・都道府県トラック協会の会員及び役職

員等に対する研修の充実及び能力の開発

④海外関係団体・関係機関との交流の促進

⑤2020年東京オリンピック・パラリンピック

競技大会への対応

以上、全日本トラック協会令和２年度事業計画に基づき、三重県トラック協会の令和２年度事業計画につい

ては、以下の３項目を最重点施策に掲げ、諸施策を推進する。

（１）働き方改革への対応と労働環境の改善、人材力確保・育成のための諸施策の推進

（２）交通及び労働災害防止のための諸施策の推進

（３）大規模災害時における緊急輸送体制の整備と会館建設に向けた体制の整備推進

令和２年度実施予定項目

１．安全対策

（１）助成事業

① 適性診断 受診無料

ナスバネット導入と受診

② 運行管理者講習無料

カウンセリング受講無料

③ 運輸安全マネジメント講習

④ 安全運転センター 運転記録証明無料

⑤ ＥＭＳ･ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰﾀﾞ機器

⑥ 衝突被害軽減ブレーキ装置(中型車)※

⑦ 安全装置等（バック・サイドカメラ）

⑧ 可動式突入防止装置

⑨ 呼気吹き込み式ｱﾙｺｰﾙｲﾝﾀｰﾛｯｸ※

⑩ IT型携帯型アルコール検知器※

⑪ 血圧計※

⑫ ドライバー健康診断

⑬ 突発性運転不能障害疾病予防策

⑭ 睡眠時無呼吸ＳＡＳ検査

⑮ チャレンジ１２３への参加

⑯ ＩＳＯ３９００１認証

（２）教育研修

① 中部ﾄﾗｯｸ総合研修ｾﾝﾀｰ活用

② 支部活動「定例会」「講習会」

③アルコール検知器 実証貸出

④ 適性診断カウンセリング

⑤ドライバーの教育研修(初任ﾄﾞﾗｲﾊﾞ

ｰ2日・管理者対象)

（３）啓発／社会対策事業

① 四季交通安全運動推進・啓発

② 県等の安全活動行事の協力

③ 車両ﾌﾛﾝﾄﾏｽｸで事故防止

④ 啓発幟/TVラジオ・新聞等でPR

⑤ 交通安全教室(小学生/高齢者)

⑥ 都市内物流 荷さばき駐車対策

⑦ 新小学一年生へ安全下敷配布

⑧ 運輸安全マネジメント取組み

⑨ 安全宣言事業所募集

２．環境対策

（１）助成事業

① 環境対応型車両の導入(ポス

ト・ポスト新長期規制適合車

への代替）

② 低公害車導入(CNG/ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ)

③ 車内ﾋｰﾀｰ･ﾏｯﾄ/ 蓄冷ｸｰﾗｰ

④ 省エネ研修の研修助成

⑤ グリーン経営／ＩＳＯ１４００１

認証

（２）啓発事業

① アイドリングストップ

② 不正改造防止運動

③ トラックの日 清掃活動

④ ノーポイ運動（幟旗の配布）

⑤ 啓発幟/TVラジオ新聞等でのPR

⑥ グリーン経営/ISO14001支援

⑦ 不正軽油使用防止の啓発

⑧ ｸﾘｰﾝｱｯﾌﾟ地域活動の支援

⑨ 国１・２３号渋滞緩和 環境改善

⑩ 地球温暖化対策

⑪ 都市内物流効率化推進

⑫ 環境宣言事業所募集



３．近代化対策 事業経営対策

（１）助成事業

① 近代化融資設備投資利子補給

② 運転資金借入利子補給

③ 信用保証料の助成

④ ドライバー確保モデル事業所

⑤ 支部人材育成研修講師料

⑥ 乗務員免許/資格取得支援

⑦ 中部研修センター人材育成講座

⑧ 中小企業大学校 講座受講

⑨ ＩＳＯ９００１認証

（２）教育研修

① 中部研修センターの活用

② 近代化セミナー/トラック塾

③ WebKIT２の普及促進

④ 新入社員等人材育成研修

⑤ 原価計算・研修

⑥ 国の経済対策／緊急対策

（３）啓発事業

① 引越事業者優良認定及び消費

者サービス向上

② 業界PRｲﾒｰｼﾞDVDの作成

③ 契約書面化の推進

④ 軽油価格高騰時における対策

（４）調査研究 ① 経営分析、賃金データ、燃料価格、輸送状況

４．労働対策

（１）助成事業

① 睡眠時無呼吸ＳＡＳ検査

② ドライバー健康診断

③ 突発性運転不能障害疾病予防策 ④ ドライバー確保モデル事業所

（２）教育研修

① 労務研修会 ② 労働環境改善セミナー ③ 過労死等防止セミナー

（３）啓発社会対策事業

① 労災保険収支改善

② 労働災害防止運動の推進

③ 働き方改革推進取組

④ 取引環境・労働時間改善取組

⑤ ストレスチェック受診の推進

⑥ 外国人技能実習生職種指定に

向けての調査研究

５．社会との共生

（１） トラックの日

① 県下一斉街頭清掃活動

② トラックの日の広報啓発

③ トラックフェスタ

（２）都市内物流

① 中心市街地駐車対策

（３）緊急輸送

① 災害時の緊急輸送体制の整備

（連絡網のデータベース化推進）

② 危機管理体制の整備

（会館建設検討委員会の開催）

６．適正化事業

（１）法第３９条事業

① 法で定める事業活動の目的達成を目標に独自性

ある取組みを実施

・巡回指導、巡回パトロール、広報啓発等

（２）指導教育

① 集合教育、個別指導の実施

（３） その他研修等

①「巡回結果ＤＥ事業所の否の改善率向上」

・管理者研修・定期発送での啓発

・適正化フォローアップ研修会

② 安全性優良事業所の公表

７． その他の事業

（１）税制金融

① トラック税制基礎知識

② 税制予算要望集約

③ 要望書作成陳情

（２）諸問題の 意見集約と要望

（３）各種事業に対する意識調査

（４）女性部会の設置

（５）ホームページの更新及び運営

（６）運行管理者試験対策講座

８．主要会議の開催 （１）総会 6月

（２）理事会 5月、7月、10月、 1月、3月

（３）政策協議会 5月、6月、 9月、12月、2月


